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上 山　浩次郎

悽 旨】

　本稿で は大学進学率にお ける 都道府県 問格差 の要 因構造を 時点聞の変容を考

慮 しながら明 らかにする 。 その ことを通 して，近年の都道府県 間格差がどのよ う

なメ力ニ ズムによ っ て生 じているのか．その特質を浮かび上がらせる。

　そこで1976から 2006年の 4時点マ クロ デ
ー

タに基づ き，共分散構造分析の 下

位モデルで ある多母集団パス解析を行 っ た 。

　結果 （1）1976年には 「所得」と 「職業」によ っ て格差が生 じていた もの の，

（2） 1986年には 「地方分散化政策」 （供給側要因の格差是正）の効果もあ り 「所

得」と 「職業」の 影響力が弱ま っ た 。 だが （3）1996年に入 る と，男子 で 「所

得」の影響力が，女子で 「大学収容率」の影響力が増 し始め ，さ らに （4）2006

年 には 、男女とも に 「所得」と 「大学収容率」が影響力を持ち始めた だけで な く，

男子の みで はあ るが 「学歴」も大きな影響力を持 っ て い る 。 加えて ，「大学収容

率」を介した 「所得」の間接効果も も っ とも大 きい 。

　以上か ら，こんにちの 大学進学率の 都道府県間格差のメ力ニ ズム には，社会経

済的条件が 持つ 影響力の 大きさ、供給側要因の 「実質化」と 「機能変容」，両者

の 「相乗効果」の増大とい う特徴があ る ことが浮き彫りとな っ た 。

　キーワー ド ：大学進 学率 ，教育機会の地域 間格差 ，多母集 団パス解析

北 海 道大学大学院教 育学院
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1 ． 問題

　本稿で は ， 大学進学率 に お ける都 道府県間格差の 規定要因を複数時点間の比較を

行 い なが ら明 らか にす る 。 本稿の 目的は ， そ の こ と を通 して ， 近年に お ける大学進

学率 に関する 都道府県間格差 の メ カ ニ ズム を浮 き彫 りにするこ とにあ る。

　近年 ， 大学進学率が 一ヒ昇 し全国平均で み る と50％ を こ えて い る 。 しか し，
こ うし

た 動 向は全 て の 地 域で み られ る わ けで は ない 。 実 際 ， 『学校 基本調 査』に よれ ば

2010年にお い て 東京都 の 大学進学率 は73．3％ に も上 る
一

方で
， 岩手県で は 33，4％ に

過 ぎない
。 こ う した傾 向は経年 的にみ られ ， そ の 意味で大学進学率に は都道府県間

格差 に示 され る地 域 間格差が存在 して い る 。

　それ ゆえ ， 地域別に大学進学率を捉えよ うとす る試み は友 田 （1970）を嚆矢 とし

て い くつ か存在 して きた 。 た だ し
， そ うした試 みの 多 くで は

，
い わ ゆ る大学の 「地

方分散化政策」 （秋永 ・島　1995＞や 「大学立地政 策」（宋冨　2008） と呼ばれ る一

連の 政策が 果 た した効果 を評価する政策科学的関心が強い こ と もあ り，
こ れ まで 十

分 に議論 されて い な い 点 も存在 して い る 。

　 その うち ， もっ と も重要 な問題 の ひ とつ は
， 大学進学率 の 都道府県間格差が 生 じ

る メ カ ニ ズ ム の 解 明であ る 。 た しか に ， 大学進 学率に は都道府県間格差が み られ る。

しか し ， そ うした格差 はなぜ どの よ うに して 生 じて い る の だ ろ うか 。 こ の 点 につ い

て は小林 （2009） も指摘す る よ うに ，十分 な議論が な され て きた とは言 い 難 い
。

1990年 を境 に して 大学進学率 の都 道府 県間格差 は 拡大 して い る （佐々 木　2006）。

こ の 点 を踏 まえる と
，

と りわけ近年に お け る都道府県間格差の メ カ ニ ズ ム を明 らか

にする こ とは重要な課題で あろ う。 それ が ， 大学進学率の 都道府県間格差の 今 日的

特徴 を浮 き彫 りにするだ けで な く， 政策的対応 を考える際の 素材 に もなる か らで あ

る 。

　 そ こ で 本稿で は
， 以上 の 点 を踏 まえて

， 大学進学率の 都道府県 間格差の メ カ ニ ズ

ム に つ い て 考察 を行お う。 構成 は以 下の 通 り。 まず 2 節で 先行研究 を検討 した上 で ，

本稿 の 分析モ デ ル と仮説 を明確 にす る 。 そ の うえで ， 3 節で デ
ー タ と変数 を紹介 し，

4節 で大学進学率 の 都道府県 問格差 の 要因に つ い て 時点問比較 を行お う。 そ して 最

後 に 5節 で ， 近年 に おける格差の メ カ ニ ズ ム が どの ような特徴 を もつ の か 議論す る。
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2 ． 視点 と方法

2．1． 先行研究

　先に もふ れ た よ うに ， 大学進学率の 都道府県聞格差 に 関す る メ カ ニ ズム に 関心 を

寄せ た試み は それ ほ ど多 くない 。 だが ， 実質的にそ うした メ カ ニ ズ ム につ い て言及

して い る試み が な い わけで は ない 。 例えば ， 天 野 ほ か （1984＞は進路分化に対する

高校教育シ ス テム が持つ 規定力を明 らか に しよ うとする なか で ， 都道府県別の デー

タ を用 い て高等教 育進学 （大学進学 を含む）の 規定要因を分析 して い る 。 そこ で は

規定要因 として社会経済的条件 ・大学収容力 ・高校教育 シス テ ム の 3者が用い られ ，

そ れ らの相対的規定力が ク U ス セ ク シ ョ ナ ル な重回 帰分析で検討され て い る 。 その

結果 ，
社会経済的条件の 規定力が大 きい こ と， 大学収容力も

一
定の 規定力を もつ こ

となどが 明 らか に された 。 だが分析範囲が 1980年まで に 限られ て お り，本稿の 関心

か らすれ ば近年の 状 況を明 らかに する 必要が ある
｛1｝

。

　 むろん
，
1980年代以降の 動向に言及 して い る研究がない わけで は ない 。 例 えば

，

佐々 木 （2006）は ， 特に90年代以 降の 大学進学率 （と大学収容力）の都道府県間格

差の 現状 に つ い て 性差を踏 まえなが ら明 らか に した後，そう した大学進学 率 （と大

学収容力）の 規定要因分析 を時点別 （1975〜2000年の 6時点）に行 っ てい る 。 そ こ

で は
，

い ずれの 時点で も社会経済的条件 ・大学収容力 と大学進学率の 間には 高い 相

関 関係 が み られ る こ と
， さ らに 1990年 を境 に して男女 ともに社会経済的条件 ・大学

収容力と大学進学率の 関連が 強 まっ て い る こ とが 明 らか に され て い る 。

　 だが ， 分析の 際に は相関係数の み が用 い られて お り，他の 変数の 影響力 を考慮で

きない 指標の 性格上 どの よ うな要因が決定的な影響力 をもつ の か確 実なこ とはい え

ない 。 さらに ， 特 に独立変数の ひ とつ で あ る大学収容力 自体 も他の 独立変数で あ る

社会経済的条件に よ っ て 規定されて い る とみ なす方が 妥当で ある もの の
，

こ の 点 を

統計的検討の 際 に十分に考慮で きて い な い た め
， 大学収容力が もつ 影響力 を過大 に

評価 して い る可能性 もある ． それゆ え， こ う した分析手法．Lの 特徴 を反映 し， 格差

の メ カ ニ ズ ム が十分 に特定 され て い る とはい え ない の で ある
 

。

2．2． 分析 手法 と仮説

　以上 を踏まえて ， 本稿で は ， 特に 1980年代以降に おける 大学進学率の 都道府県間

格差の 規定要因 を
， 共分散構造分析 の 下 位モ デル の ひ とつ と して 位置づ けられ る多

母集団パ ス 解析 を用 い て 明 らか に しよ う。
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　パ ス 解析 を行 う理 由は
， 複数の 変数の 影響力 を統制 した後に独 自の 影響力 を捉 え

る こ とがで きる点に加 えて ， 大学収容力 を独 立変数か つ 従属変数 と して 同時に 分析

モ デ ル 上 に 位置づ け られ る点に ある 。
こ うす る こ とで ，大学収容力の 影響力 を過大

に 評価 す る こ とを回避す るだ けで な く， さらに社会経済的条件が大学収容力 を経由

して 大学進学率に 与える 影響力 （間接効果）も捉える こ とがで きる 。

　 また
， 多母 集団の 同時分析を行 うの は ， 集 団ご と （こ こ で は時点別）に行う共分

散構造分析の パ ス 係 数を比 較す る際，そ の 集団間の パ ス 係 数の 大小 関係 を比較す る

に は （実質的に 異 なる 分析モ デ ル の パ ス 係数を比較す る こ とに なる た め に）十分 に

慎重 に なる 必要があ るか らで ある 。 その 点 ， 多母集団の 同時分析 で は
，

ひ とつ の 分

析 モ デ ル の なかで 複数時点の パ ス 係数 を同時 に推定する こ とに な り， そ うした点を

回避する こ とが で きる
｛3］

。

　で は ， どの よ うな要因が 大学進学率の 都道府県間格差 を もた ら して い る の だろ う

か 。 こ こ で は ， 先行研究 をふ まえて 大 き く4 つ の 要 因に注 目 しよ う 。 まず ，
1 つ 目

に考えられ るの は大学教育の 供給量 （進学対象者
一

人 当た りに対する相対的 な供給

量） で あ る。 大学進学 を希望 して も大学教育が供給 され て い なけれ ば大学進学が可

能とな らな い 。 こ こ か ら ， 大学教育の 相対的 な供給量 に都道府県問の 違い が あれ ば，

大学進学率の 都道府県間の 違 い が生 じる と考 える こ とが で きる 。

　 次に ， 2 つ 目に考え られ るの は
， 経済的 な要 因で ある 。 大学進学 に経済的 な要 因

が 影響を与えて い るの は つ とに指摘 されて きた 。 私立大学が多い とい う日本の 特徴

を踏 まえ る とな お さ らで ある 。 また ， 大学進学率の 時系列的分析におい て も， 失業

率 な どの 経済 的要 因が影響 を与えて きた こ とが 明 らか に され て い る （例 え ば ， 矢

野 ・濱中　2006）。 この 点 を踏 まえれ ば， 家計水準や 地域経済の 状況 な ど都 道府県

の 経済的条件の 違い が 大学進学率の 違い を生 じさせ る と考える こ とが で きよ う。

　 さ らに ，
3 つ 目に は 職業 的な要 因が 挙 げられ る 。 友田 （1970）は都 道府県間の 大

学進学率格 差は，例 えば進学 に有利な社会階層が 特定の 地域 に多 い た め に生 じる と

い う， 集積効果 と もい える メ カ ニ ズ ム を提示 してい る 。 こ の 点 を踏 まえる と，例 え

ば親世 代の 職業構成 におい て 「ホ ワイ トカ ラ
ー

率」が 高 い 都道府県で 大学進学率が

高 く， そ の 割合が 低 い 都道府県で 大学進学率が低 い 結果 と して 都道府県間格差が生

じて い る 口∫能性 が あ る 。 こ こか ら ， 親世 代 の 職業 的要 因が 大学進学率の 都道府県間

格差 を生 じさせ る とい う仮説が 成 り立 ち うる 。

　 最後に 4 つ 目は 学歴 とい う要因で ある 。 近 年我が 国の 社会階層研究に お い て は ，

職業 よ りも学歴の 方が 進学行動 に 影響 を与え て い る こ と を指摘 す る研究が多い （例
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えば 吉川　2006， 2009）。 こ こか らは ， 学歴 にお い て も， 職業 と同 様に ， 学歴が 高

い 親世代が 多い 都道府県の 大学進学率が高 い
一

方 ， 学歴が 高 い 親世代が少 ない 都道

府県の 大学進学率が低 い とい う集積効果の結果 として大学進学率の 都道府県間格差

が生 じて い る と考 える こ とが で きよ う。

　本稿 で は ， 以上 4 つ の 変tw（
4）
の 相対的規定力の 大きさを比較す る こ とで ，

どの 変

数が 規定要因と して 実質的 な意味合 い を もっ て い る の か明 らか に しよ う。 また
，

こ

うした相対的規定力の 大 きさを時点別 に比較する こ とで
， そ うした要因が

一
貫 して

きたの か ， それ と も変容 して きたの か とい う点 に も言及す る 。 そ うする こ とで ， 近

年の 大学進学率の 都道府県間格差の メ カ ニ ズム を浮き彫 りに で きる か らで ある 。

2．3． モ ヂル の 構成

　た だ
， 先 に も触れ た よ うに ， 独立 変数問に も関連が あ り， そ の こ とを分析モ デル

に十分 に反映させ る必要が ある 。

　 まず ， 大学教 育の 供給量 は都道府県の 社会経済的条件 に よ っ て左右 される 。 それ

ゆ え， 経済的要 國は もちろん職業的要因
・学歴的要 因に よ っ て も影響をうけて い る

とみ なすこ とが 妥当で あろ う。 日本の 大学の 多 くは私立大学で ある こ とか ら経済的

条件が豊か で ある都道府県 ほ ど大学教 育が供給 されやすい だ ろ う。 また
， 当該地 域

に大学進学 を望む と想定 される 職業や 学歴が 高 い 親世代の 者 が多ければ
， 大学 を設

置する側 （日本の場合多 くは学校法人）もその 地域 に大学 を設置するだろ う。

　他方， 経済的要因 ・職業的要因 ・学歴的要因とい う3者の 関係は どの よ うなもの

と して 想 定で きる だろ うか 。 個人 の 進学行動を対象 （の 一部） とす る社会階層研究

で は． 同
一主体 に おい て は

， 地位達成モ デ ル を代表例 とす る よ うに学歴 → 職業 → 経

済 （収入）とい う因果 モ デル を想定してい る 。 しか し， 都道府県 レ ベ ル で み る と必

ず し もこ うした想定は現実的で は ない 。 例えば，地域 の 学歴水準が 高い の で 地域 の

「ホ ワ イ トカ ラ
ー

率」が高 ま る とい う関連 は必 ず しも現実的で は な い
。 なぜ な ら，

地域の 「ホ ワ イ トカ ラ
ー

率」が高 い の で 高学歴者が 当該地域 に 流入 して くる こ と も

考 え ら れ る か らで あ る 。 同様 に経済 的要 因 も， 「ホ ワ イ トカ ラー率」が 高い の で 経

済 的条件が 高い とい う想定だ けで な く，地域 の 経済活動 が活発 なの で 高学歴 の 者が

流 入 する とい う関連 も考えられ る 。 こ うして み る と 3者 の 関係 に は因果関係 を想定

せ ず に ， 相関 関係が ある とだけ想定 した方が 現実に近 い だ ろ う
｛5）

。

　以 上 を踏 まえた 本稿 の 分析 モ デ ル は 図 1 の ように な る 。 こ こ で 大学進学率 は男女

別 に捉 える 。男女の 進学行動 は 「競合」関係 に あ り， そ の 意味で それぞ れ が他方の
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図 1　 分析モ デル

進学率 に影響 を与 える か らで ある 。 また
， 大学進学の 経年的な動 向は男女別 に異な

る こ とが 知られ てお り，
こ の 点か ら も規定要因の 在 り方が異 な る と想定す る方が妥

当だろ う。 以下で は 便宜 L， 「男子進学率」を X1
， 「女子進学率」を X2 ， 「大学教

育 の 供給量 」 を X3 ，「経 済 的要 因」を X4 ， 「職業 的要 因」を X5 ，「学 歴 的 要 副

を X6 とす る 。 また
， 例 えば，「大 学教育 の 供給 量 X3 」か ら 「男子 進学 率 X1 」へ

の パ ス を γ13の よ うに表記する 。 さ らに ， 共分散は C （例えば X4 と X5の 共分散は

C45）を ， 誤差項 （e1 と e2 ）の パ ス 係数 を u （例 えば X1へ の パ ス を u1 ） と表記す

る 。

　 なお ， 小林 （2009）が 1996年の 国公立 大学進学 と私立 大学進学 を例 に して 記述 し

た よ うな進学移動 （流入 ・地元 出身者比率） を射程 に入れ た要 因分析 に つ い て は
，

こ の モ デ ル で は検討 で きな い 点に は留意 して お く。 こ うした進学移動を含 めた よ り

こ まか な要 因分析 に つ い て は，本稿で の 分析結果 を踏 まえ て，進学移動 を捉えるの

に 適 したモ デ ル を構築 した後 に なされる の が 妥当で あ ろ う。

3 ． デー タ， 変 数 ， 基本統計量

3．1． デ ー タ と変数

　具体的 なデ ー タ と変数 を確認 しよ う。 まず ， 男子進学率 と女子進学率は ， 以 ドの

ような式か ら求め た 。 元 デ
ー

タ は 『学校基本調査』 で ある 。

　　　　　　　　　　　　　ある 都道府県の 男子 （女子）大学進 学者
男子 （女子）進学率 ＝
　　　　　　　　　　 あ る都道府県の 3年前の 男子 （女子） 中学卒業者数
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　次に ， 「大学教育の 供給量」につ い て は
， 先行研究で よ く使用 される 「大学収容

率」 を用 い る 。 た だ し， 以下 の ような式か ら求めて い る 。

　　　　　　 ある都道府 県に設置 され て い る大学へ の 入学者 or 定員
大学収容率 ＝
　　　　　　　　　　ある 都道府県の 3 年前の 中学卒業者数

　分母で ある 3 年前 の 中卒者数は 『学校基本調査』 か ら得 た値 を用い る。 対 して分

子 は
， 『学校 基本調査』か ら得 た もの （入学者） と 『全 国大学

一
覧』か ら得 た もの

（定員）を適宜選択 して 作成 した合成デ
ー

タ を用い る 。 「大学収容率」 は先行研究 に

よ っ て 『学校基本調査』か ら作成 した もの （例 えば潮木 （1984）〉 と 栓 国大学
一

覧』 （浦田　1989）か ら作成 した もの とに わ か れ る 。 ただ し， 両者 と もに 固有の デ

メ リ ッ トがある 。 前者 は
， 入学者実員 を表 して い るた め定員割れ を起 こ した場合に

供給量 を過少 に見積 もる こ とに なる 。 最 近の 定員割れ の 多さを踏 まえる と
， 特に近

年の 「大学収容率」を適切 に把握す る こ とが で きない
（6）

。 また ， 後者は定員 を表 し

て い る ため定員超過分 を適切 に 反映で きず， 特に 定員超過率が 高い 1990年代以前の

実質的な供給量 を捉え損な う
（7｝
。それ ゆ えこれ ら 2 つ の デ ー タを合成 したデ

ー タを

作成 した 。 具体 的に は，『全 国大学
一

覧』か ら得た値 よ りも 『学校基本調査』か ら

得た値が 大 きか っ た場合 に は 「学校基本調査』か ら得 た値 を， そ うで ない 場合 に は

『全 国大学一覧』か ら得 た値 を用 い る 。 そ うする こ とで ， 両 者の デ メ リ ッ トを軽減

で きる 。

　 また
， 経済的要 因 は

， 『県民経 済計算』か らえた 「
…

人当た り県民所得」 （以 下

「所得」）を用 い る 。 「
一

人当た り県民所得」は
， 当該地域 の 企業所得 と個人所得 を

合 わせ た地域 の 経済水準 を示す指標 で ある 。 こ こ で 個人所得の み を示す 「
一

人当た

り雇用者所得」を用い ない の は ， 先に示 した よ うに 「大学収容率」へ の 因果 関係を

想定 して い るた めで あ る 。 そ うした 因果 は もちろ ん個人所得の 多さに 起因 して い る

側 面 もあ るが ，それ だ けで な く地域 全体の 経済状況 を反映 した もの と考 える方が妥

当だか らで あ る 。

　さ らに
， 職業 的要 因は

， 『国勢調査』か らえ た男性 就業者 40〜64歳 に お ける 「管

理 職」「専 門職」の 割合 （以下 （「職業」）を用 い る 。 こ れ まで の 先行研 究で は ホ ワ

イ トカ ラ
ー率 と して 「管理 職 」「専 門職 」だ けで な く 「事務職」 も含め て 指標化 さ

れ る こ とが 多か っ た （例 えば佐 々 木　2006）。 しか し， 高学歴 化 や職業構 造の 変化

を考慮す る と，「事務職」は それ ほ ど進学行動 を差異化す る 要 因 とな っ て い る と は
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考 えづ らい
。 それ ゆ え，

こ こ で は よ り大学進学 を差異化す る要因 として 考え られ る

「管理 職」 と 「専 門職」 の み を用 い て 指標化する こ と にす る 。 なお40〜64歳 と限定

したの は
， そ れ らが保護者世代 と して み なす こ とが で きるか らであ る。

　また
， 学歴 的要 因 と して は ， 『就業構造基本調査』 か らえ た男性40〜64歳 に お け

る 「大学卒業者」の 割合 （以下 「学歴」〉を用い る 。 「学歴」に つ い て は該当す る 年

度 の デ ー タが ない の で 線形補間 した値を用 い て い る 。 また，男性の場合，短大卒業

者が 少な く，か つ 短大が 大学 と同等の 意味 を もつ とは考え られ な い た め，高等教育

修了率 とするの で は な く大学卒業者 の み を用い て大学教 育修了率を求め てい る 。 な

お ， 「学歴」は 『国勢調査』か らも得 られ るが ， 現在で は 2000年の 値 しか 得 られず

後述 する分析期間をカバ ー
で きない た め用い ない

。

　 なお ，「所得」「職業」「学歴」 に つ い て は大学進学率の 1年前の デ ータ を用い る 。

例 えば
， 2010年 の 大学進学率 を捉 えた い 場合に は ， そ の 前年で あ る2009年の デー タ

を用い る こ とになる 。 こ れ ら 3者の 変数に つ い て は前年度 （以 前）の 値が進学行動

を左右す る と仮定す る方が 妥当だか らで ある 。

　こ う した デ
ー タ と変数 を ， 1976年 ・1986年 ・1996年 ・2006年の 4 時点

〔B｝
で 分析 す

る 。
こ れ らの 時点に した の は 『国勢調査」 の デ ー タが 得 られ る と い う点が ある だ け

で な く， そ れ以 外 に も知見 を考察 する ヒで メ リ ッ トが ある か らで ある 。 例 えば，

1976年は い わ ゆ る 「地 方分散化政 策」 と して 実質的な意味 を持ち始め た 「昭和 50年

代前期高等教育計画」（島　1996）の 開始年度で あ り， 地 域間格差縮小 の 直前 とい

う点か ら比 較対象 と して興味深 い 。同様 に ， ユ986年はそれ 以 降 「地 方分散化政策」

の 実質的な意味 が 失わ れ て きて い る と評価 されて お り （島　 1996），地域 間格差縮

小 の 時代 にお ける格差 メ カ ニ ズ ム を捉 える上で適 して い る と考 えられ る 。 こ うした

格差縮小直前 ・格差縮小最 中の メ カ ニ ズ ム との 比較は今 日的 なメ カ ニ ズ ム （特 に

2006年）の 特徴 を浮 き彫 りとす る 上 で 有効で あろ う，，

3．2． 相関係数の確認

　パ ス 解析 を行 う前 に ， 基本 的 な統計量 を確認 してお こ う。 図 2 に は男子進学率
・

女子進学率 と独 立変数 との 相 関係 数が 示 され て い る 。 なお
， 経年的 な変化 を と らえ

や す くす る ため ， 1981年 ・19．　91年 ・200ユ年 の 場合 も掲載 して あ る 。

　そ れ に よれ ば ， 基本 的 に は男 女 ともに い ず れの 独 立変数 も相関が 高い こ とが わか

る 。 また，佐 々 木 （2006）が示 し た よ うな 1990年 を境 と した大学進 学率 との 関連の

強 ま りも確 認で きる 。 用い て い る 指標 が違 うの で 細 か な相違 はみ られ る もの の
， 総
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じて類似 した傾 向を示 して い る と判 断で きよ う。

　ま た図 3 に は 地域別 に大学進学率の 推移を整理 して ある
【9）

。 そ こ か らは ， 佐 々 木

（2006）が指摘す る よ うに1990年代 以 降男女 と もに大学進学率の 格差が 広が っ て い

る こ とが わ か る 。 そ うした格差拡大 に は どの ようなメ カ ニ ズ ム が働い て い るの か。

こ の 点に本稿 の 焦点はある 。 だが ， 先 にみ た よ うに相 関係数が か な り似 通 っ た値 を

とる ため に ，
どの ような変数で 相対的 に規定力が 大 きい の か に つ い て は判然 と しな

い 。 そ こ で 以下 で は多母集団パ ス 解析 を行お う。

4 ， 分析 と考察

　先 に示 した モ デ ル （飽和 モ デ ル ）で 分 析 した結果 が 以下 の 図 4 〜 7で ある
aD）

。 そ

こ に は想定 され る全 て の パ ス を明示 して あるが ，みや す さを考慮 し大学進学率へ 向

か うパ ス の なか で 有意 な もの に 関 して は太線 に し， さ らに推定値 を記載 して ある 。

また表 1 に は直接効 果 と間接効果
樋

を整理 した 。

4．1． 1976年の 要因構造

　まず ， 図 4 か ら1976年の 場合 をみ て い こ う。 そ こ か らは ， 「所得」か ら 「男子進

学率」「女子進学率」 へ の パ ス （γ 14と γ 24）が と もに 有意 に 関連 して い る こ とが

わか る 。 標準化係数で確認する と， 「男子進学率」 ＝O、451， 「女子進学率」 ＝0．496

表 1　主 要なパ ス係数

男子進学寧 女子進学率

直接

効果

大学

収容率
所得　　職業 学 歴 　　誤差 項

大学
　　　　　所 得　　 職 業　 学 歴 　誤 差 項
収容率

1976198619962006一〇，0700
．1330
．2280
．284 ホ串’

0．451脚’0．493粗

O．354°ホ0238
0，448＊＊＊0．004

0．339＊‡ボー0．144

O，O／6　 0，540 辮

O ．082　 0 ．722 燃

D．2工4　 　0．612 榊

0．500 稗’0．463 榊

0、05ア　　　　O．496　
な材

　　0 ．390噛一〇．139　0．643　
ホ輝

（｝，269　　　　（｝．220　　　−0007 　　〔）．172　0，8工7　喀闘

O．376　畔
　O．242　　　　0、  72　　Q ．06正　O．754　吻哮累

Q．375　凄料　0．337　碑 ，
　0，142　　0．14】　O．499　ゆ帥

間接

効 果
所得　　職業 学歴 所得 職業 学歴

1976198619962006一〇，008　−0．041
0028 　 0．030

0033 響 0．006

0．071脚 0．059

一
〇．Ol30
．0550

．1490

．111

0，0060

．057 “劇

0．054 榊

O．D94 叫

0．D340
．0620
．OIOO
．078

0．0110
．1110
．2460147

直接 効 果 の 検 定
榊

； 196水 準　
“＊

　 ： 5 ％水準　
＊

： 10％ 水準

間接 効 果 の 検 定 　デ ル タ 法 に よ る 95％信頼区問 推定　 O を含 ま な い もの に
”
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1

図 4　 1976年におけ る要因構造

と非常に 影響力が 大 きい 。 さ らに他の 変数 をみ て み る と， 「職業」か ら 「男子進学

率」へ のパ ス （γ15） も0．493と有意に 関連 して い る （5 °
／。水準）だ けで な く， 「女

子進学率」へ の パ ス （γ25） も0，390で 有意 とな っ て い る （10％水準）。 他 方 ， 「学

歴」 と 「大学収容率」 に つ い て は有意水準が ク リア され て お らず， その 意味で 大学

進学率に対 して影響を与えて い た とは言 い 難 い
。 さ らに ， 表 1か ら1976年の 間接効

果 を確認す る と全 て の 変数で 有意で はな い 。 こ こか らは 「所得」と 「職業」が 「大

学収容率」 を経由せ ず直接 的に格差 を生 成 して い た こ とが わか る 。

　 こ うして み て み る と
，
1976年の 時点に お い て は

， 経済的要 因 （「所得」） と職業的

要因 （「職業」）とい う社会経済的要因に よ っ て 大学進学率の 都道府県間格差が生 じ

て い た と特徴づ ける こ とが で きる 。

4．2．　 tg86年の 要因構造

　次に
， 図 5 か ら1986年の 場合 をみ て み よ う。 まず注 目すべ きは

，
モ デ ル で 投入 し

た 以外の 変数が持 つ 影響力を表 して い る誤差 項 の パ ス 係数 （ul と u2 ＞が 1976年 と

比 べ て 大 きくな っ て い る こ とで ある 。

　実際，その 値 を比 べ て み る と，u1 の 場合 1976年 ：1986年 ＝0，540 ； 0．722
，
　 u2 の

場合 1976年 ；1986年 ＝ 0．643 ：0．817とな っ て お り1986年 の 方が 誤差項の パ ス の 値が

大 きく， その 意味で 投入 した 4 つ の 変数で 説明で きる度合 い が小 さ くな っ た こ とが

わか る 。
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図 5　 1986年に お ける要因構造

　で は具体的 に どの よ うな変数の 影響力が弱 ま っ たの で あろ うか 。 まず は，「職業」

か ら進学率 へ の パ ス （y　15と ア25）が と もに有意で はな くな っ た 。 さらに，「所得」

をみ て み る と
， 「女子進学率」へ の パ ス （γ24＞は推定値 が0220 で ある もの の 有意

確率が0，179と有意水準 をク リア で きな い 。 他 方， 「男子 進学率」へ の パ ス （γ14）

は0 ．354で 関連 が み られ る （5 ％ 水準） もの の ，その 値 は 1976年 と比 べ る と小 さ く

な っ て い る 。
こ うして

，
こ の 時期 は 1976年 には み られ た経済的要因 と職業的要 因の

影響 力が弱 ま り， 男子 に対す る経済 的要因の みが 残 っ て い る状態 に あ っ た と整理す

る こ とがで きよう 。 こ こ か ら島 （1996）な どの 知見 も踏 まえる と，1976年か ら1986

年にか け て は 「地方分散化 政策」の 影響 （「大学収容率」の 地域 聞格差 の 是 正）に

よ っ て社会経済的要因の 影響力が 弱まっ た時代で あっ た と整理で きる
u2：1

。

4．3． 1996年の 要因構造

　 さらに
，
1996年の 場合 をみ て い こ う。 こ こ で は， 1986年 にみ られ た 「所得」か ら

「男子進学率」 へ の パ ス （γ 14）が 1996年 にお い て も有意 に 影響 を与 えて い る こ と

が わ か る 。 さ らに
， 推定値 をみ て み る とO，447とな っ て お り，

0．1ポ イ ン トほ ど上昇

して い る点 に も留意 し よ う。

　続 け て 他 の 変数 をみ て み る と ， 「大学収容率」 か ら 「女子 進学率」へ の パ ス （γ

23）がO．376 （5 ％水準） とな っ て お り， 格差の 要 閃 と して 影響力 を持 ち始め て き

た こ とが わ か る 。そ の 結 果，誤差項 の 値 は，ul ＝　 O．612，　 u2 … 　O．754とな り， 1986
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1

図 6　 1996年にお ける要因構造

年 と比 べ て その 値が 小 さ くな っ て い る 。 そ れ ゆ え ， 1986年に は弱まっ た モ デ ル の 影

響力は 1996年 に は再度強 ま っ て きた と解釈で きよ う。

　 こ うした影響力 の 増大 の 背景 には
， 「所得」「大学収容率」の 都道府県間格差 の拡

大が 存在 して い よ う。 標準偏差 を確認 する と， 「所得」で は 1986年 ； 1996年＝約

304354 ：約397109， 「大学収容率」で は 1986年 ； 1996年 ＝約0 ，135 ：約0．171と1996

年の 方が 大きい 。 こ うした 「所得」「大学収容率」の ば らつ きの 拡大が ，それ ら変

数が持 つ 大学進学率 へ の 影響力の 増大 をもた らした と考 えられ るの で ある 。 そ の 際 ，

男女別に特定の 影響力が み られ るの は ， それ ぞ れの 選好の 違い が 関連 して い よ う。

男性 は女性 よ りも県外進学 を選好 し， 逆 に女性 は男性 よ りも県内進学 を選好する 。

そ れ ゆ え県外進学に大 きな影響を与える経済的要 因 （「所得」）の 影響力は男子にお

い て 特 に み られ ， 県 内進学 に 大 きな影響 を与 える供給側要因 （「大学収容率」）の 影

響力が女子 に お い て 特 に み られ た と考 え られ よ う
a3）

。

　 こ う して み て くる と
，
1996年 におい て は

， 男子 に は経済的要 因が 女子 に は大学教

育の 供給的要因が 重要 な意陳を持 っ て い た こ とが わか る 。 そ の 意味 で
， 男女 固有 の

メ カ ニ ズ ム が働 い て い た時代 であ っ た とい えるか もしれ な い 。

4．4． 2006年の要 因構造

　最後 に 2006年をみ て み よ う。 まず注 目すべ きは誤差 項の 値が そ れ ぞれ ul 　 ・ O．463，

u2 ＝0，499 と分析 時点 で もっ とも低 い と い う点で あ る 。 そ こか らは投入 した変 数が
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ユ

図 7　 2006年に お ける 要因構造

もっ と もよ く大学進学率の 格差 を説明 して い る時点で ある こ とが わかる 。

　で は，具体 的に どの よ うな変 数が 影響力 を もっ て い るの で あろ うか 。 まず 「所

得」に つ い て み て み る と
，
1996年に確認で きた 「男子 進学率」へ の パ ス ◎ 14）だ

け で な く， 「女了進 学率」へ の パ ス （γ24）も有意に関連 して い る 。 さ らに，「大学

収容率」をみ て み る と， 1996年に確認 で きた 「女子進学率」 へ の パ ス （γ　23）だ け

で な く， 「男子進学率」へ の パ ス （γ13） も有意 な関連が み られ る 。 こ の よ うに ，

1996年に は男女別に 影響 を与 えて い た 要因が男女 と も影響 を与える ようにな っ て き

て い る 。 こ れ ら 「所得」「大学収容率」 に関 して は ， 1996年 と比 べ て さ らに ， そ の

都道府県間格差が拡大 して い る 。 標準偏差 をみ る と 「所得」で は1996年 ：2006年 ＝

約397109：約455061， 「大学収容率」で は 1976年 ： 1986年 ＝ 約 0 ，171 ：約0，243とな

っ て い るか らで あ る 。 こ うした都 道府県間格差の さ らなる拡大が ， 男 女 と もに 「所

得」「大学収容率」が 大学進学率 に影響 を与 え始め た背景 に存在 しよ う。

　加 えて
， 「学歴 」か ら 「男 子進学率」 へ の パ ス 係数 （γ　16） も有意 に 関連 して い

る こ とが わ か る 。 具体 的 には0．500とか な り大 きな影響 を与 えて い る 。 さ らに，表

1 か ら2006年に お け る 「所得」の 間接効果をみ て み る と
， 男子進学率へ O．e71

， 女

子進学率へ 0、094と検討 した 時点で も っ と も推定値 が 大 き い 。 こ こか ら， 社 会経済

的条件が もつ 間接効果が相対的に 大 き くな っ て い る こ とが わ か る 。
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5 ． 議論

　以上 ， 本稿 で は ， 多母集団パ ス解析を用い て 大学進学率の 都道府県間格差の 要因

構造 とその 変容に つ い て 検討 して きた 。
こ うして 時点別に確認する と

， 都 道府県間

格差の 要 因構造 は，
一

貫 した もの で は な く変容 して きた とい うこ とが わか る 。 特に ，

こ ん にち （2006年）の 都道府県 間格差 は ， 男女 と もに 「大学収容率」 とい う供給側

要 因 と 「所得」とい う経済的要 因， さ らに男子 にお い て は 「学歴」 とい う要因 に よ

っ て も規 定され て い る 。 以下 で は さらに ， 他の 時点 と比 較する こ とを通 して ， 今 日

（2006年）的なメ カ ニ ズ ム の 特徴を浮 き彫 りに しよ う。

　まず ， ag−一に
， 社会経済的条件 に よる格差 の メ カ ニ ズ ム が相対的に 強 く働い て い

る と い う特徴が ある。特に男子に お い て は 「学歴」の 影響力が 「登場」 し ， 女子 に

おい て は 「所得」 の 影響力が 「復活」 し始め た 。 また男子の 「所得」に お い て も推

定値の 大きさは1996年 と比 べ て 減少 した もの の い まだ有意な影響力 を もっ て い る 。

こ こ か らは
， 「地方分散化政策」実施以 前の 社会経済的条件に よ っ て 格差が生 じて

い た 1976年の 要因構造 に 近付 い て きた と評価 する こ と もで きよう。 しか し
， 同じ社

会 経済 的条件 とい っ て も， 特 に男子 に お い て 影響力 が 大 きい 要因が 「職業」か ら

「学歴」へ と変化 して い る事実 に は注 意する必要が ある 。 こ の 点は ， 大都市部 な ど

で 「大卒再生産」を目指す大卒者の 父母が 増えて きた こ とを指標 とみ なす 「学歴 分

断社 会」（吉川　2009）の 進展 を示唆 して い るか らで ある 。 その 意味 で ，社会経済

的条件 に よ る格差生 成 とい う特徴が強 くみ られる もの の
， その 在 り方 に は今 日的特

微 が ある 。

　 さらに ， 第二 に 「大学収容率」 とい う供給側要因が男女 ともに影響力を与えてい

る とい う特徴 もある 。 特 に女子 にお い て は0．375ともっ とも影響力 が大 きい 。 た し

か に ， 先に 図 2 で み た ように 「大学収容率」 は大学進学率 とい ずれ の 時点で も相 関

係数が高 か っ た 。 しか しパ ス 係数 を確認す る と
， そ うした 関連が男女 と もに み られ

る の は 2006年 の み で あ り，その 意味で そ れ以前特 に 1976年 に相関係数 と して確認で

きた大学進学率 との 関連 は社会経済的条件 に よる 「み せ か け」の もの で あ っ た とい

え る 。 しか し反対 に， こ ん に ちに お い て はそ うした 「みせ か け」 の 関 連 で な く，

「大学収容率」 自体 が大学進学率 の都 道府県 間格 差 に対 して独 自に実質的 な影響 を

及ぼ して きて い る と解釈で きる 。 その 意味で ， 「大学収容率」 の 影響力は 「実質化」

して い る の で ある 。

　 さ らに は
， 先 に み た よ うに 1986年 にお い て は 「大学収容率」 はむ しろ 「所得1 や
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「職業」 の 影響 力 を軽 減 させ た と評価で き ， そ の 意味で 都 道府県間格差 の 縮小要因

で あ っ た とい えた 点 を踏 ま える と ， 「大学収容率」は こ んに ちで は逆 に 格差発生 の

要因 と して 機能して い る と解釈す る こ と も可能で あ る 。 こ う して み て くる と， 「大

学収容率」の 影響力の 大 きさは
， 単純に規定要因 として独 自に 「実質化」 して きた

とい う側面 だ けで な く， そ れ が大学進学率の 都道府県間格差の 縮小要 因か ら生成要

因へ と 「機 能変容」 して きた と い う側 面 も存在 して い る とい え よう。

　加 えて ， 第三 に ， 社会経済的条件と大学供給量 の 両者 に よる 厂相乗効 果」 も強 ま

りをみせ て い る。
こ の 点は表 1 に記載 されて ある 「所得」の 闘接効果 か ら確認で き

る 。 こ の 間接効果は 「所得」が 「大学収容率1 の 格差 を生 じさせ る こ とに よ っ て も

た らされる大学進学率の 格差 を示 してい る 。 そ の 間接効 果は ， 先 にみ た よ うに2006

年で もっ とも高 く （男子 ；女子 ＝0，07／ ：0，094）な っ て お り， こ こか らは社会経済

的条件 と供給側要因の 「相乗効果」が もっ と も大 きい とい う特徴 も指摘す る こ とが

可 能で あ ろ う。

　 こ うして み て くる と，
こ んに ちの 都道府県問格鑑の メ カ ニ ズ ム に は，  社会経済

的条件が もつ 影響力の 大 きさ （学歴 の 「登場」 と経済 の 「復活」），   大学 の供給量

が 持 つ 影響力の 「実質化」と 「機能変容」，   社 会経済的条件 と供給側 要 因の 厂相

乗効果」の増大 とい う特徴が み られ る こ とが 浮 き彫 りとな る 。

　それ ゆ え ， 先行研究や先 に図 3で 示 され た近年に お ける 大学進学率 の 都 道府県間

格差拡大 は
，

こ れ ら3 つ の メ カ ニ ズ ム に よ っ て もた らされ て い る と判 断す る こ とが

で きよ う。 こ こ で と りわ け注 目す べ きは ， 「大学収容率」が 持つ 影響力 で あろ う。

なぜ なら， そ れが か つ て は社会経済 的条件の 影響力を緩和 させ た の に対 して こ ん に

ちで は逆に独 自の格差生成要因 となっ て い るか らで あ り， さらに は社会経済的条件

との 問で 「相乗効果 」を発生 させ なが ら格差 を生 成 して もい る か らで あ る 。
こ こ か

らは，「地方分散化 政 策」が 「終焉」 した （小 林 　2009）こ ん にち にお い て ， そ う

した格差是正 策が 再び 必要 とな りつ つ ある とい える の で は な い だ ろ うか 。

　 そ の 格差是正 の ため に は
， や は り 「大学収容率」の 都道府 県聞格差 の縮小が 重要

な意味 を もつ こ とに なろ う。 その こ とが ， 1986年 に お い て み られ た ように社会経済

的 要 因の 影響力 を緩和 させ る だけ で は な く， 「大学収容 率」そ れ 自身が もつ 格差生

成要 因 としての 影響力 も低下 させ る と考 えられ るか らで ある 。

　 い ずれ にせ よ
，

どの よ うな内容 をもっ た 政策 とすべ きか さらなる 議論が 必要で あ

る もの の ，大学進学率 に 関す る都道府県 間格差 の 是正 を意 図す る政策が 必要 と され

る 時代 へ と ，
こ ん に ち の 状 況は変化 しつ つ あ る よ うに思 わ れ る 。
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〈注〉

（1） 類似 した研究と して 山本 （1979）が あるが ， 従属変数は大学進学志願率で あ り，

　そ の 意味で 焦点が異 なる 。

（2） 浦円 （2009）は 1975〜2008年の 7 時点 に お い て 大学進学率 と大学収容率 の 関連

　 を箱ひ げ図 を用 い て分析 してい るが ，
こ の場合で も他の 変数の 影響力 を考慮 して

　お らず ， どの 程度規定力が あるの か確実な こ とはい えない 。

（3） 詳 し くは ， 豊田 （1998）， 狩野 ・三 浦 （2002）な ど を参照の こ と 。 なお 多母集

　 団パ ス 解析 とい う呼称は豊田 ほか （2eo7）に よ っ て い る 。

（4＞ 天野ほ か （1984）で は高校教育シ ス テ ム が独立 変数 と して 投入 されて い たが ，

　 高校教育 「全入」 となっ た1980年代以降で は格差 の 要因 と して重要で は な くな っ

　 て い よう。 また ， 佐 々水 （2006）で は r人ロ集中地 区人 口比率」 を指標 として都

　市度を独立変数とみ な して い るが ，林 （1998）が指摘する よ うに都市度は 実質的

　 に教育機会や 就職機会 と して 解釈 される こ とが多 く， その 意味で 理論的なメ カ ニ

　 ズ ム が判然 と しない 。

（5） なお ， 3者の 関係に因果関係 を想定 した分析 も行 っ たが ，GFI な どの モ デ ル の

　 適合度 を示す指標が総 じて 採択 した モ デル よ り望 ましくなか っ た 。 こ うした デ
ー

　 タの あて は ま りと い う観点か らも， 3者 に相 関関係 を想定 した方が 妥当で ある と

　 い え る 。 なお 適合度指標 に つ い て は 注 （10）を参照 。

（6） また
， 牟田 （1986，1988）も触れ て い る よ うに ， 1980年代の 時点に お い て も定

　員割れ を起 こ して い る私立 大学が存在 して お り， その 点か らみ て も実員の み を用

　 い て 「大学収容率」を求め る こ とに は慎重 になる 必要が ある 。

（7） 小林 （2004） に よれ ば，全国平均 で み て ， 例 えば 1976年の 定員超 過率 は1．5倍

　 をこ えて い る 。 また1986年にお い て も1．3倍程度 とな り定員超過率が低い とは言

　 い 難い 。

（8） なお後述 の ようなパ ス モ デ ル を1981年 ・1991年 ・　2001年 と合 わせ た 7時点に お

　 い て も行 っ たが ，時点間変容 の 傾向に大 きな違 い は み られなか っ た 。 そ こ で 本稿

　 で は紙 幅の 都合 を踏 まえ 4 時点に 限定 して 議論す る 。

（9） 都道府県別 に 記載す る と煩雑 なの で 地方別 に示 した 。 1976年か ら2006年の 7 時

　 点 と直近の 2010年 と い う 8 時点の 大学進学率 を整理 して ある 。 なお地域 は基本 的

　 な 8地方区分をベ ース に ， 北海道と東北地方を合わせ ， 関東地方 を北関東 と南 関

　 東 に ， 中部地方 を甲信越 ・北 陸 ・
東海 に分 けた （計 10地 方）。

aO） モ デ ル の 適合 度は GFI ＝ 1．000，
　 CFI ＝ 1，000で あ る 。 適合度指標 につ い て は ，
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　与謝野ほ か （2006）を参照 の こ と。 なお ， GFI は 回帰分析で の 決定係数 に相当 し

　 0 〜 1 の 値 を と りO．95以 一Eが望 ま しい と判 断 され る 。 また CFI は 独立モ デ ル と

　比較 して どれ くらい 適合 度が改善 した か を評価 し， 0〜 1の 値を と り1 に 近い ほ

　 ど望 ましい とみ な され る 。

  　間接効 果の 有 意性検定は デ ル タ法を用 い た （豊 田編著　2009）。 な お
， 表1で

　は 「学歴 」で 間接効果の 値が大 きい が標準誤差 が大 きい た め有意で は な い
。

吻　島 （1996）は
，
1976年か ら1986年 にかけて

， 大学収容率 の 標準偏差が縮小 した

　こ と
， そ の 縮小が もと もと収容率の 高い 大都市 （東京都や京都府な ど）に お ける

　収容率減少 と収容率の 低い 県で の 収容率増加 に よ っ て もた ら され た こ とを明 らか

　 に して い る 。 「所得」や 「職業」が大都 市で 高い こ とか ら， こ う した大学収容率

　の 地域 間格差の 是正が 「所得」や 「職業」の 影響力 を弱め た と解釈する こ とが で

　 きる 。

惆　県外進学 に 「所得」 な どの 経済的要因が ，県内進学 に は 「大学収容率」な どの

　供給側要因が 大 きな影響 を与 える こ とは
， 浦 田 （1989）など多 くの概究 で 指摘 さ

　 れ て い る 。
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ABSTRACT

Factor Structure of  the Prefectural Gap  in College Entrance  Rate

and  its Transformation: A  Four  Time  Point Comparison  Using

                  Multi-pop"lation Path Analysis

                                                   VEYAMA,  Kojiro

                       Graduate School of  Education, University of  Hokkaido

                 KitaLll, Nishi-7, Kita-ku, Sapporo, Hokkaido  060-0808, Japan

                                     E-mail: u5260hbk@edu.hokudai,ac.jp

  The purpose  of  this paper  is to reveal  the  factor structure  of  prefectural

disparities in the college  entrance  rate  by considering  its temporal  transforrnation.

What  factors account  for the gap between  the prefectures  in the college  entrance

rate?･ }Iave those factors been censistent  or  have they changed  across  time?  In

replying  to these questions, I would  like te clarifY the  mechanism  that causes

disparities between the prefectures  in the  college  entrance  rate, particularly in

reeent  times, In order  to accQmplish  this task, we  adopted  as  the statistical method

the  multi-population  path  analysis,  which  is regarded  as  a  lower model  of  covariance

structure  analysis.  For the analysis,  we  used  macro  data from four time  points, 1976,

1986, 1996 and  2co6.

  The result  of  the analysis  is as  fo11ows. Firstiy, in 1976, the 
"Economic

 Factor" and

the 
i[Occupational

 Factor" served  as  the rnechanisms  of  the gap  between the

prefectures  in the college  entrance  rate  for both men  and  women,  In that sense,  this

period was  an  age  in which  socioeconomic  conditions  were  most  pewerfuL  Secondly,

in I986, the  infiuence of  the 
`'Economic

 Factor" and  the 
"Occupational

 Factor" had

weakened  due to the effectiveness  of the 
"Policy

 oi decentralizationi' (reduction of

regional  dispartties in the 
"College

 Capacity Factor"). As  a resuk,  the infiuence of  the

"Economic

 factor" remained  foT men  only.  This peried was  therefore an  age  in which

the  power  of  socioeconomic  conditiens  was  weakened  because of  the "policy

 of

decentralization." Thirdly, in 1996, the influence of  the 
"Economic

 Factor"

strengthened  again  for men.  For women  the infiuence of the 
"College

 Capacity

Facter" had  begun  to  increase, In that sense,  there were  gender-specific  mechanisms
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during this period. Finally, in 2006, the 
"Economic

 Factor" and  the 
"College

 Capacity

Factor," began to serve  as  the mechanisms  for the gap  between  the prefectures in

the college  entrance  rate  for both sexes.  The 
"Educational

 Factor," which  had had no

impact thus  iar, a!se  began  to exert  a  strong  influence for men  Moreover  indirect

e £fects of  the' 
'`Economic

 Facter" through  the 
'`Ce]ege

 Capacity Factor" became

more  powerfu1, This indicates that the current  characteristic  is that  the  faetor

structure  of  prefectural disparities consists  of gaps generated by  three factors, the

"College

 Capacity Factor," the 
"Economic

 Factor" and  the 
"Educational

 Facter."

Thus, in this period the prefectural disparities in the college  entrance  rate  can

mostiy  be explained  by the supply  factor and  eocioeconomic factors,

  Frorn the above  result, the  special  features of  the factor structure  of  the current

college  entrance  rate  gap  between  prefectures  are  as  foIIows. The  power  of

socioeconomic  conditions  has once  again  begun tQ increase, The 
"College

 Capacity

Factor" has begun to 
"actualize"

 and  undergo  a  
"functional

 transformation." The
"synergy

 efEect"  between socioeconomic  conditions  and  the supply  factor has begun

to mcrease.

Keywords: College entrance,  Regional gap  in educational  opportunity,  Multi-

population path analysis
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